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概況

　県内経済は、令和２年３月以降、新型コロナウイルス感染症の影響により
大きく落ち込み、６月以降は持ち直しの動きもみられますが、依然感染症流
行前の水準には届いていない状況です。

　①生産
　　生産は、令和２年３月以降大きく落ち込んだものの、７月以降、業種に
　よっては持ち直しの動きもみられます。

　②消費
　　消費は、令和２年３月から５月にかけて新型コロナウイルス感染症の影
　響を大きく受けたものの、６月以降は持ち直しの動きがみられます。
 
　③雇用・労働
　　有効求人倍率、賃金とも４月から５月にかけて大きく落ち込み、低い水
　準が続いています。

　④投資
　　住宅投資は５月以降大きく落ち込んでいます。
　　公共投資はおおむね前年を上回っています。

　⑤企業景況
　　業況判断ＤＩは令和２年３月、６月と続けて大きく落ち込んだ後、９月
　に持ち直しています。

（資料：県統計調査課、内閣府）

景気動向指数：景気に敏感な経済指標を用いて、景気が上向きか下向きかを総合的に示す指数
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（R2.12.2時点）

各分野への影響

（１）商工関連分野

① 飲食業､小売業

・ 外出の自粛や消費マインドの低下、２度にわたる休業要請等により外食支出が

大きく減少しており、飲食業の売上に影響を与えていると見られる （図１）。

・ 小売業においては、業態や取扱品目により販売動向に差が出ており、巣ごもり

需要や衛生製品への需要の高まりが背景にあると考えられる （図２）。

図１ 2人以上の世帯における外食の家計支出（宮崎市） 図２ 販売額の前年同月比増減率（宮崎県）

出典）総務省「家計調査」 （出典）経済産業省「九州百貨店・スーパー販売動向」（

「九州コンビニエンスストア、専門量販店販売動向」

② 観光業

図３ 延べ宿泊者数及び対前年比の推移・ 海外からの入国制限のみならず、国

内でも外出自粛等により交流人口が大

きく減少したことから、宿泊業は甚大

な影響を受けており、関連する土産販

売、交通事業者などの売上も大きく落

ち込んでいる。

・ 延べ宿泊者数は、５月を底として、

回復傾向にあったものの、８月は新型

コロナウイルス感染症の拡大により減

少した。

・ 特に、６月と７月は 「県民旅行応、

援キャンペーン」や「おとなり割」の

効果もあり、対前年比で見ると、九州

出典）観光庁「宿泊旅行統計調査」全体や全国と比べ、大きく回復している。 （
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③ 製造業

図４本県の鉱工業生産指数（季節調整済み）・ 国内の製造業は、需要の低迷や輸出

の減少などを受け、自動車の生産台数

が５月に前年の４割程度までに落ち込

むなど厳しい状況にあったが、国内外

の経済状況の改善の動きに伴い徐々に

持ち直している。

県内の生産動向を示す鉱工業生産指

数（※）においても、このような動き

に伴い、これまでの減少傾向から９月

には対前月比でプラス７．６ポイント

と、改善の動きが見られるところであ

るが、全体としては依然として厳しい

状況が続いている （図４）。

（出典）県統計調査課

「 」 、 、※ 鉱工業指数 とは 平成27年(2015年)の平均を100.0としたときの比率により

鉱工業の動向を総合的に示したもの。
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（２）農畜水産分野

① 消費・市場価格への影響

図５ コチョウランの価格推移○農産物

・ 花きは、切り花等を中心に２月以降価格が

低下。コチョウラン等高級鉢物では、４月の

緊急事態宣言以降、価格が低下したが 「母の、

日」需要以降、価格はほぼ前年並。

・ 生鮮野菜は、家庭での消費増加等により価

格は堅調に推移。冷凍野菜は、業務需要が回

復傾向。

・ マンゴーは、３～４月の価格は低下したものの、量販店での販売促進等に加

え応援消費に支えられ、６月以降は前年並。

図６ 牛枝肉の価格推移○畜産物

・ 牛枝肉は、和牛を中心に２月以降、価格が

大幅に低下し、連動して子牛価格も３月以降

低下したが、５月の緊急事態宣言解除以降、

牛枝肉、子牛価格ともに回復傾向。

、 、・ みやざき地頭鶏は 外食向けが主力のため

需要の停滞が継続。

、 、 、・ 一方で 家庭での消費増加等により 豚肉

ブロイラーの価格は堅調に推移。

図７ カンパチの月別価格推移○水産物

・ ブリ類等の養殖魚の出荷量は、10月以降国

及び県の事業活用等により回復しており、12

。月末までには滞留魚の解消は図られる見込み

なお、魚価は前年比３割から４割程度安いも

のの、事業活用により生産者への影響は限定

的。

・ マグロ等の高級魚は、全般的な需要減退に

より、前年比３～５割程度魚価が低下していたが、全般的に回復傾向で推移し

ており、魚種によっては前年並みに回復。

・ 一方で、アジ、サバ等の大衆魚については、単価等への影響なし。
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② 輸出への影響

・牛肉は、外食需要の減少や航空便の減便等により輸出量が減少していたが、東

アジア向けを中心に回復傾向。鶏卵や牛乳など一部の品目は、家庭向け食材の

需要増により輸出量が増加。

・養殖ブリは、米国向けの取引が中断しているが、香港向けは５月から少しづつ

、 。 、 。再開し 例年比の７割程度まで回復 ＥＵ向けも一部再開し 10月以降も継続

③ 外国人材確保への影響

○農業

・ ９月末までに受入予定の技能実習生107名及び特定技能外国人６名が入国でき

ず、帰国できない実習生の在留期間延長や国内人材の確保等により対応。

※ 県内で外国人材を活用する123経営体への6月に実施したアンケート調査により65経営

体から回答を得たもの。

○水産業

・ ３月に入国予定であったインドネシア特定技能外国人19名及び技能実習生16

名が入国できず、減員体制での操業や、帰国できない実習生の在留期間延長及

び国内人材の確保等により対応。

・ また、漁船マルシップ制度による外国人材10名が６月に国内で経過観察措置

を経た後に乗船。

④ 農泊への影響

・ 団体旅行を中心に２月以降1,128人分の予約がキャンセル（11/1時点 。）
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（３）林業・木材産業分野

① 消費・市場価格への影響

○ 素材（原木）

・ 県森連市場（県内７か所）の素材平均価格は、昨年10月から下落傾向が続い

ていたが本年７月以降上昇し、10月には１立方メートル当たり11,200円（前年

同月比300円増）と例年並みに値を戻している。また、取扱量については、前年

を１割程度下回る状態となっている。

図 県森連市場の月別素材平均価格（平成 年 月～令和 年 月）29 1 2 10
（円／㎥）

（月）

○ 製品

・ 製材品価格（九州標準相場）は、10月のスギ人工乾燥柱角（３メートル・105

ミリ角）は１立方メートル当たり46,000円と、前年同月比で6,000円下落してい

る。

・ 本県の製材品は７割以上が県外に出荷されているが、全国の新設住宅着工戸

数は１割程度の落ち込みが続いており、一部の製材工場では製品の在庫が増え

ている。

○ 特用林産物

・ 生しいたけは、外食産業等の需要が回復傾向にあり、小売りの売上げは例年

以上となっているため、全体的な売上げは例年並みに戻っている。

・ 乾しいたけは、小売り・業務用の需要が例年よりも増加している。

② 輸出への影響

・ 原木輸出は、４月以降の中国の経済活動の回復等により、現在の出荷量は感

染症発生前の状況に戻っている。
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（４）公共交通機関

① バス

】【路線バス

○ 運行状況について

・ ５月１日から一部の路線で減便を実施。

・ ８月３日から平日の一部の便を復便したが、それ以外の便については、引

き続き減便を実施している。

○ 利用状況について

・ 上半期（４～９月）の路線バス利用者数は対前年比34.1％減。

・ 直近（９月単月）の路線バス利用者数は対前年比26.1％減であり、バス事

業者によると、10月以降も回復しつつあるが、重症化リスクの高い高齢者や

オンライン授業が開始されている大学生等の利用が低迷しているとのこと。

】【高速バス

○ 運行状況について

・ ３月下旬から一部の路線で減便を実施。

・ 11月１日時点においても、福岡、熊本、鹿児島、大分、長崎、高千穂、延

岡を結ぶそれぞれの路線で当面の間、減便や全便運休が実施されている。

○ 利用状況について

・ 上半期（４～９月）の高速バス利用者数は対前年比81.3％減。

・ 直近（９月単月）の高速バス利用者数は対前年比76.8％減であり、依然と

して厳しい状況が続いている。

】【貸切バス

○ 利用状況について

・ 上半期（４～９月）の県バス協会加盟26社の貸切バスの稼働率は8.4％。

、 、・ 県内での修学旅行の実施等により 少しずつ稼働しているところであるが

直近（９月単月）の稼働率も11.5％と、依然として厳しい状況にある。

② 鉄道

○ 運行状況について

・ 4/15～5/31の特急列車等の運休や区間変更。

にちりん（大分～宮崎空港間 、きりしま（宮崎～都城・西都城間）等につ）

いて、特急列車１日あたり59本のうち、13本運休、３本運転区間変更。

・ 観光列車「海幸山幸」は、4/24～5/31まで運休。

・ 11月1日から当面の間、にちりん（大分～延岡間 、きりしま（宮崎～鹿児）

島中央間）等について、特急列車１日あたり59本のうち６本運休。

○ 利用状況について

・ ＪＲ九州（全体）の上半期（４月～９月）の在来線の収入が前年同時期と

比較して、62.2％減の落ち込み。
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③ 航空機

】※12/2現在【国内線

○ 運航状況について

・ 宮崎空港発着便全体では、3～12月で13,374便が減便、または減便を決定。

・ ５月には通常50便/日のところ、最大で12便/日まで減便されたが、１２月

の減便率は22％（運航便数は通常の約８割）となっている。

○ 利用状況について

（ ） 、 。・ 今年度 ４～１０月 の国内線利用者数は 対前年比77.3％減の436,978人

・ 航空会社によると、１１月以降は徐々に回復しているが、幹線等と比較し

て地方路線の回復は遅く、特に本県発の県民利用の戻りが遅いとのこと。

※12/2現在【国際線】

○ 本県の国際定期便については、アシアナ航空、チャイナエアラインとも３月

以降、本冬ダイヤ（～3/27）までの運休が決定。

、 、 、○ 全国的には空港におけるＰＣＲ検査など 水際措置は継続しているが 韓国

台湾を含む数カ国、地域については、ビジネス等での出入国が例外的に認めら

れており、短期滞在では条件付で１４日間の隔離を免除するなど、徐々に緩和

されている。

○ 航空便については、チャイナエアラインが９月に台北－福岡を、アシアナ航

空も１０月にソウル－福岡を、月数便ではあるが運航を再開したところ。

○ しかしながら、本県を含む地方空港の再開の目処はたっていない。

④ フェリー

○ 運航状況について

・ 減便なし

○ 利用状況について

・ 今年度（４～１０月）の旅客数（ドライバー除く）は、対前年比85.3％減

の10,209人。直近（１０月単月）は対前年比72.5%減の1,897人に回復。

（ ） 、 、・ 今年度 ４～１０月 のトラック台数は 製造業関連の貨物の減少により

対前年比88.9％の33,422台。直近（１０月単月）は対前年比78.3%の4,223台

であったが、ドック入渠（船体整備）等により便数が前年よりも少なかった

（R1.10月58便、R2.10月49便）ことを踏まえると、同水準で推移。

⑤ コンテナ航路

・ 中国航路（細島－上海）は、寄港日の遅延が発生していたが、３月以降、通常

航行となっている。

・ 韓国航路（細島－釜山）は、寄港日の遅延が発生していたが、４月以降、通常

航行となっている。
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援

空
港

等
に

お
け

る
水

際
対

策
の

取
組

地
産

地
消

・
応

援
消

費

プ
レ

ミ
ア

ム
付

き
食

事
券

休
業

要
請

協
力

金
・

支
援

金

事
業

者
の

資
金

繰
り

支
援

公
共

交
通

事
業

者
等

利
子

補
給 プ

レ
ミ

ア
ム

付
商

品
券

新
し

い
生

活
様

式
営

業
形

態
移

行
支

援
事

業
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生
活
福
祉
資
金
拡
充
等

新
卒
採
用
企
業
応
援
事
業

新
し
い
生
活
様
式
営
業
形
態
移
行
支
援
事
業
補
助
金

○
新

規
卒

業
者

を
採

用
す

る
県

内
企

業
へ

の
支

援
金

の
支

給
（

採
用

内
定

者
１

名
あ

た
り

10
万

円
）

〇
県

内
企

業
の

採
用

情
報

の
発

信
強

化
等

に
要

す
る

経
費

に
対

し
、

10
0万

円
を

上
限

に
補

助
（

補
助

率
：

3/
4）

事
業

継
続

と
県

民
活

動
の

維
持

① 21
3,

00
0千

円

38
3,

43
5千

円
予
算
額

予
算
額

公
共
交
通
事
業
者
等
利
子
補
給

予
算
額

○
公

共
交

通
事

業
者

等
が

事
業

継
続

の
た

め
に

行
う

金
融

機
関

か
ら

の
資

金
借

入
に

対
す

る
利

子
補

給
を

行
う

こ
と

で
、

資
金

繰
り

を
支

援

＜
実

績
＞

計
４

事
業

者
に

対
し

て
支

援
を

行
う

予
定

。
補

助
対

象
借

入
額

は
約

16
.9

億
円

（
見

込
み

）

○
飲

食
店

等
に

お
け

る
感

染
予

防
策

の
推

進
（

「
新

し
い

営
業

ス
タ

イ
ル

」
へ

の
移

行
支

援
）

※
消

毒
液

や
キ

ャ
ッ

シ
ュ

レ
ス

機
器

の
購

入
等

に
要

す
る

経
費

を
上

限
５

万
円

で
補

助
＜

実
績

＞
・

2,
49

1件
の

申
請

を
受

付
・

2,
03

7件
、

約
1億

円
を

交
付

（
11

月
末

現
在

）

○
生

活
福

祉
資

金
貸

付
金

に
よ

る
支

援
＜

実
績

＞
・

計
9,

28
5件

、
約

33
.2

億
円

貸
付

決
定

（
11

/2
7現

在
)  

○
低

所
得

の
ひ

と
り

親
世

帯
へ

の
給

付
金

の
支

給
・

児
童

扶
養

手
当

受
給

者
等

へ
の

基
本

給
付

・
家

計
が

急
変

し
収

入
が

下
が

っ
た

者
へ

の
給

付
⇒

１
世

帯
５

万
円

、
第

２
子

以
降

３
万

円
・

収
入

が
減

少
し

た
児

童
扶

養
手

当
受

給
者

等
へ

の
追

加
給

付
⇒

１
世

帯
５

万
円

28
,0

00
千

円
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休
業
要
請
協
力
金

事
業

継
続

と
県

民
活

動
の

維
持

②

予
算
額

予
算
額

35
0,

35
0千

円
1,

09
3,

02
9千

円

休
業
要
請
協
力
金
・
支
援
金

○
飲

食
店

等
へ

の
休

業
要

請
等

（
7/

28
～

8/
16

）
に

に
伴

う
協

力
金

及
び

感
染

防
止

の
た

め
の

支
援

金
を

市
町

村
と

と
も

に
支

給
（

10
月

末
で

受
付

終
了

）

事
業
者
の
資
金
繰
り
支
援
等

○
接

待
を

伴
う

遊
興

施
設

・
遊

技
施

設
へ

の
休

業
要

請
（

4/
25

～
5/

10
）

に
伴

う
協

力
金

を
支

給

＜
実

績
＞

・
支

払
い

済
み

2,
28

3件
、

2億
2,

83
0万

円
(1

0月
末

現
在

)

○
３

月
に

県
独

自
の

「
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

感
染

症
緊

急
対

策
貸

付
」

を
創

設
、

５
月

に
全

国
統

一
要

件
に

よ
る

「
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

感
染

症
対

応
資

金
」

を
創

設
し

、
資

金
繰

り
を

支
援

。
同

感
染

症
関

連
の

融
資

枠
18

00
億

円
を

確
保

＜
実

績
＞

（
10

月
末

現
在

)
・

保
証

承
諾

実
績

件
数

：
9,

44
3件

、
金

額
：

1,
39

9億
5,

91
3万

1千
円

・
融

資
実

績
件

数
：

9,
23

8件
、

金
額

：
1,

37
1億

8,
52

0万
1千

円
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旅
し
て
応
援
！
旅
行
商
品
造
成
等
支
援
事
業

観
光
み
や
ざ
き
再
生
加
速
化
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

宿
泊
事
業
者
の
誘
客
準
備
支
援

み
や
ざ
き
公
共
交
通
需
要
回
復
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

地
域

経
済

の
再

始
動

と
更

な
る

活
性

化
①

予
算
額

59
,7

50
千

円

予
算
額

30
0,

00
0千

円
予
算
額

1,
13

2,
30

0千
円

予
算
額

23
6,

98
3千

円

○
里

帰
り

や
県

民
の

県
外

旅
行

に
対

す
る

運
賃

割
引

等
の

キ
ャ

ン
ペ

ー
ン

や
交

通
事

業
者

の
感

染
防

止
対

策
等

に
つ

い
て

の
プ

ロ
モ

ー
シ

ョ
ン

を
実

施
＜

実
績

（
キ

ャ
ン

ペ
ー

ン
開

始
）

＞
高

速
バ

ス
10

/3
～

、
カ

ー
フ

ェ
リ

ー
10

/2
6～

航
空

(県
民

利
用

11
/1

2～
、

里
帰

り
11

/2
0～

)
＜

今
後

＞
・

県
内

や
就

航
地

の
感

染
状

況
に

よ
り

、
事

業
中

断
・

再
開

な
ど

機
動

的
に

対
応

○
県

民
の

応
援

消
費

旅
行

拡
大

や
隣

県
か

ら
の

誘
客

＜
実

績
＞

（
11

月
末

現
在

)
・

県
民

対
象

の
県

内
日

帰
り

バ
ス

ツ
ア

ー
申

込
人

数
：

2,
15

9人
・

「
宮

崎
⇔

大
分

お
と

な
り

割
」

申
込

人
数

：
4,

12
3人

※
宮

崎
行

き
商

品
・

鹿
児

島
か

ら
の

誘
客

「
み

や
ざ

き
割

」
11

月
20

日
か

ら
販

売
開

始

○
ホ

テ
ル

・
旅

館
等

に
お

け
る

衛
生

対
策

や
ネ

ッ
ト

予
約

体
制

整
備

等
へ

の
支

援
（

１
事

業
者

当
た

り
、

30
万

円
を

上
限

と
し

て
補

助
）

＜
実

績
＞

26
4事

業
者

が
活

用

○
ホ

テ
ル

・
旅

館
等

に
お

け
る

県
民

向
け

宿
泊

プ
ラ

ン
・

宿
泊

ク
ー

ポ
ン

の
販

売
＜

実
績

＞
約

79
,0

00
枚

を
販

売

○
県

内
の

観
光

関
連

事
業

者
の

安
心

安
全

対
策

の
Ｐ

Ｒ
等

の
Ｃ

Ｍ
を

放
映

（
8月

～
10

月
）

○
県

内
の

宿
泊

施
設

や
観

光
地

等
に

お
け

る
よ

り
高

い
レ

ベ
ル

の
感

染
症

予
防

対
策

の
補

助
○

市
町

村
等

が
主

催
す

る
「

新
し

い
生

活
様

式
」

を
踏

ま
え

た
イ

ベ
ン

ト
へ

の
補

助
○

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト
予

約
サ

イ
ト

を
活

用
し

た
宿

泊
割

引
キ

ャ
ン

ペ
ー

ン
の

実
施
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プ
レ
ミ
ア
ム
付
き
食
事
券

プ
レ
ミ
ア
ム
付
商
品
券

Ｇ
ｏ
Ｔ
ｏ
Ｅ
ａ
ｔ
ひ
な
た
食
事
券

第
２
弾
プ
レ
ミ
ア
ム
付
商
品
券

○
国

の
「

G
o 

To
 E

at
 キ

ャ
ン

ペ
ー

ン
」

の
食

事
券

発
行

事
業

者
に

対
し

、
プ

レ
ミ

ア
ム

上
乗

せ
分

(５
％

）
と

事
務

経
費

を
補

助

地
域

経
済

の
再

始
動

と
更

な
る

活
性

化
②

予
算
額

91
7,

10
0千

円

予
算
額

19
0,

00
0千

円

予
算
額

予
算
額

11
5,

00
0千

円

72
6,

93
0千

円

○
市

町
村

ご
と

で
使

え
る

ﾌﾟ
ﾚﾐ

ｱﾑ
率

３
０

％
の

テ
イ

ク
ア

ウ
ト

・
食

事
券

＜
実

績
＞

・
98

,1
41

セ
ッ

ト
を

販
売

※
約

6.
4億

円
分

・
食

事
券

登
録

店
舗

数
2,

34
4店

舗
※

利
用

期
間

：
10

月
31

日
ま

で

・
プ

レ
ミ

ア
ム

率
30

%
 （

国
の

プ
レ

ミ
ア

ム
率

25
%

に
5%

上
乗

せ
)

・
発

行
総

額
約

20
億

円
・

11
月

２
日

販
売

開
始

・
食

事
券

発
行

事
業

者
(一

社
)宮

崎
県

商
工

会
議

所
連

合
会

＜
実

績
＞

販
売

予
定

の
16

万
セ

ッ
ト

中
予

約
済

約
12

万
セ

ッ
ト

、
う

ち
販

売
済

約
11

万
セ

ッ
ト

（
11

月
30

日
現

在
）

○
市

町
村

ご
と

で
使

え
る

ﾌﾟ
ﾚﾐ

ｱﾑ
率

30
％

商
品

券
＜

実
績

＞
・

全
市

町
村

で
発

行
（

発
行

総
額

約
６

４
億

円
）

・
う

ち
２

３
市

町
村

（
宮

崎
市

、
都

城
市

、
延

岡
市

、
日

南
市

、
小

林
市

、
日

向
市

、
串

間
市

、
西

都
市

、
え

び
の

市
、

三
股

町
、

高
原

町
、

国
富

町
、

綾
町

、
高

鍋
町

、
新

富
町

、
木

城
町

、
川

南
町

、
都

農
町

、
門

川
町

、
諸

塚
村

、
高

千
穂

町
、

日
之

影
町

、
五

ヶ
瀬

町
）

で
完

売
又

は
事

前
申

込
終

了

○
市

町
村

ご
と

で
使

え
る

プ
レ

ミ
ア

ム
率

30
％

商
品

券
の

第
２

弾
（

発
行

総
額

約
３

７
億

円
）

※
市

町
村

に
よ

っ
て

は
、

プ
レ

ミ
ア

ム
付

商
品

券
の

発
行

に
代

え
て

、
地

域
の

実
情

に
応

じ
た

消
費

喚
起

・
商

業
振

興
策

を
実

施
・

ﾌﾟ
ﾚﾐ

ｱﾑ
付

商
品

券
実

施
13

市
町

村
・

ﾌﾟ
ﾚﾐ

ｱﾑ
以

外
の

事
業

実
施

予
定

11
市

町
村
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地
産
地
消
応
援
消
費
対
策

販
売
拡
大
対
策

地
域

経
済

の
再

始
動

と
更

な
る

活
性

化
③

（
地

産
地

消
・

応
援

消
費

）

14
3,

00
0千

円

予
算
額

67
4,

39
7千

円

花
き
・
茶
の
消
費
・
販
売
拡
大
対
策
（
国
直
接
採
択
事
業
）

○
県

産
食

材
の

学
校

給
食

へ
の

提
供

全
国

に
先

駆
け

て
、

5月
15

日
か

ら
和

牛
肉

の
提

供
を

開
始

。
6月

以
降

、
み

や
ざ

き
地

鶏
肉

、
養

殖
魚

う
な

ぎ
、

ﾏﾝ
ｺﾞ

ｰ、
ﾒﾛ

ﾝ等
を

提
供

。

○
地

域
で

の
応

援
活

動
へ

の
支

援
市

町
村

等
が

実
施

す
る

県
産

農
畜

水
産

物
の

応
援

消
費

活
動

へ
の

支
援

。
（

11
月

１
日

現
在

計
画

承
認

：
14

市
町

村
、

９
団

体
）

＜
活

用
事

例
＞

み
や

ざ
き

元
気

実
行

委
員

会
（

県
内

21
団

体
・

企
業

で
構

成
）

が
、

県
内

の
高

校
３

年
生

約
10

,0
00

名
に

、
宮

崎
牛

・
宮

崎
ﾌﾞ

ﾗﾝ
ﾄﾞ

ﾎﾟ
ｰｸ

・
宮

崎
米

を
使

用
し

た
特

注
弁

当
を

8月
下

旬
か

ら
10

月
上

旬
に

提
供

。

○
消

費
拡

大
企

画
の

実
施

新
し

い
生

活
様

式
に

対
応

し
た

消
費

拡
大

ｲﾍ
ﾞﾝ

ﾄや
飲

食
店

と
連

携
し

た
水

産
物

応
援

消
費

ｷｬ
ﾝﾍ

ﾟｰ
ﾝを

実
施

予
定

。

○
宮

崎
の

ひ
な

た
農

畜
水

産
物

お
届

け
ｷｬ

ﾝﾍ
ﾟｰ

ﾝの
実

施
全

国
の

消
費

者
や

本
県

ゆ
か

り
の

企
業

等
の

応
援

消
費

促
進

の
た

め
、

送
料

助
成

や
ﾌﾟ

ﾚｾ
ﾞﾝ

ﾄｷ
ｬﾝ

ﾍﾟ
ｰﾝ

を
実

施
。

＜
送

料
助

成
に

よ
る

販
売

実
績

＞
・

宮
崎

牛
：

約
17

万
ﾊﾟ

ｯｸ
(5

00
g入

)  
 ・

水
産

物
：

約
25

,0
00

件
・

完
熟

ﾏﾝ
ｺﾞ

ｰ：
約

6,
80

0箱
(2

～
3個

入
)

（
ｷｬ

ﾝﾍ
ﾟｰ

ﾝ継
続

中
）

○
都

市
圏

等
で

の
消

費
拡

大
フ

ェ
ア

へ
の

支
援

東
京

･大
阪

･福
岡

等
の

消
費

地
で

宮
崎

に
ゆ

か
り

の
あ

る
飲

食
店

や
販

売
店

で
の

ﾌｪ
ｱを

実
施

中
。

○
販

売
・

PR
戦

略
の

構
築

新
し

い
生

活
様

式
対

応
の

ﾃﾞ
ｼﾞ

ﾀﾙ
ﾌﾟ

ﾛﾓ
ｰｼ

ｮﾝ
を

県
外

量
販

店
等

で
実

施
予

定
。

予
算
額

○
公

共
施

設
等

に
お

け
る

花
き

の
活

用
拡

大
支

援
事

業
ｺﾁ

ｮｳ
ﾗﾝ

や
ｷｸ

な
ど

県
産

花
き

を
公

共
施

設
や

観
光

拠
点

（
空

港
駅

,ﾌ
ｪﾘ

ｰﾀ
ｰﾐ

ﾅﾙ
,ﾎ

ﾃﾙ
,官

公
庁

等
）

約
10

0箇
所

に
展

示
中

。
交
付
決
定
額

97
,6

86
千

円
○

茶
販

売
促

進
緊

急
対

策
事

業
荒

茶
の

ﾃｨ
ｰﾊ

ﾞｯ
ｸﾞ

等
へ

の
加

工
､各

種
ｲﾍ

ﾞﾝ
ﾄや

学
校

等
へ

の
配

布
､お

茶
の

入
れ

方
講

座
等

を
実

施
中

。
交
付
決
定
額

13
6,

19
5千

円

＜
１

０
月

末
実

績
＞

（
延

べ
1,

99
3校

で
実

施
）

・
和

牛
肉

68
3校

、
10

,4
33

kg
・

地
鶏

肉
26

2校
、

2,
40

7k
g

・
水

産
物

84
2校

、
7,

32
4k

g
・

果
実

20
6校

、
2,

75
6k

g
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Ｐ
Ｃ
Ｒ
検
査
体
制
の
整
備

病
床
・
宿
泊
施
設
確
保

医
療
従
事
者
等
へ
の
慰
労
金
等
及
び
特
別
手
当
支
援

空
港
等
に
お
け
る
水
際
対
策
の
取
組

医
療

・
検

査
体

制
等

の
整

備
等

○
安

全
・

安
心

な
受

入
れ

体
制

整
備

支
援

＜
空

港
＞

・
国

内
線

到
着

口
で

の
サ

ー
モ

グ
ラ

フ
ィ

ー
に

よ
る

検
温

（
4/

29
～

5/
31

）
・

国
内

線
到

着
口

に
セ

ル
フ

検
温

計
を

設
置

（
6/

5）
・

国
内

線
出

発
前

保
安

検
査

場
入

口
に

セ
ル

フ
検

温
計

を
設

置
（

9/
28

）
＜

フ
ェ

リ
ー

＞
・

乗
船

時
(神

戸
・

宮
崎

)の
サ

ー
モ

グ
ラ

フ
ィ

ー
等

に
よ

る
検

温
（

4/
8～

）
○

空
港

や
港

、
駅

、
バ

ス
車

内
へ

の
注

意
喚

起
ポ

ス
タ

ー
掲

出
、

感
染

拡
大

時
の

空
港

で
の

到
着

便
利

用
者

全
員

へ
の

注
意

喚
起

チ
ラ

シ
配

布
等

○
県

内
で

１
日

最
大

４
，

５
０

０
件

程
度

検
査

可
能

・
行

政
検

査
県

２
０

０
件

、
宮

崎
市

保
健

所
１

４
４

件
・

保
険

適
用

検
査

民
間

検
査

機
関

約
２

，
０

０
０

件
検

査
の

で
き

る
医

療
機

関
約

２
５

０
件

抗
原

キ
ッ

ト
約

２
，

０
０

０
件

○
入

院
病

床
の

確
保

（
２

４
６

床
）

○
軽

症
者

用
宿

泊
療

養
施

設
の

確
保

（
２

５
０

室
）

※
宮

崎
２

か
所

、
都

城
１

か
所

、
延

岡
１

か
所

○
診

療
・

検
査

医
療

機
関

（
３

４
８

医
療

機
関

）
（

11
/1

6時
点

）

○
医

療
や

介
護

・
障

害
福

祉
サ

ー
ビ

ス
等

に
従

事
す

る
職

員
に

慰
労

金
（

5～
20

万
円

）
を

支
給

。

○
コ

ロ
ナ

患
者

の
入

院
受

入
に

従
事

し
た

医
療

従
事

者
に

対
し

て
、

医
療

機
関

が
支

払
う

特
別

手
当

（
上

限
4,

00
0円

）
を

支
援

。
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【参考】

①生産

　　生産は、令和２年３月以降大きく落ち込んだものの、７月以降、業種に
　よっては持ち直しの動きもみられます。

○鉱工業生産指数（季節調整済）は、令和２年３月から５月にかけて大きく低下したのち、８月ま

で低下を続けたものの、９月には持ち直しの動きがみられます。

（Ⅰ：1～3月　Ⅱ：4～6月　Ⅲ：7～9月　Ⅳ：10～12月　　以下同様）

（資料：県統計調査課、経済産業省）

○鉱工業生産指数の主な業種の推移をみると、令和２年３月から６月にかけて落ち込んでいた食料

品工業、その他工業が７月以降伸びた一方、電子部品・デバイス工業は低下しました。

（資料：県統計調査課）

宮崎県経済の動きについて

88.1 

91.5 

70
75
80
85
90
95

100
105
110

(H27=100)

（歴年・月）

鉱工業生産指数（季節調整済）

宮崎県 国

97.5 

55.5 

86.4 

70.6 

40
50
60
70
80
90

100
110
120
130

(H27=100)

（歴年・月）

鉱工業生産指数（季節調整済・業種別）

食料品 電子部品・デバイス その他工業（印刷・プラスチック・ゴム・その他） 化学

食料品

電子部品・デバイス その他工業

化学
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②消費

　　消費は、令和２年３月から５月にかけて新型コロナウイルス感染症の影
　響を大きく受けたものの、６月以降は持ち直しの動きがみられます。

○百貨店・スーパー販売額は３月から４月にかけて大きく落ち込み、５月から７月にかけて持ち直

したものの、８月、９月は減少しています。

（資料：経済産業省）

○延べ宿泊客数は、新型コロナウイルス感染症の影響により、３月から５月にかけて大きく落ち込

んだものの、６月以降は持ち直しの動きがみられます。

（資料：観光庁）
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53 

▲ 14.3

▲ 30

▲ 20
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20
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（歴年・月）

(％)(億円)
百貨店・スーパー販売額

百貨店・スーパー販売額（億円） 前年同期比（％）
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③雇用・労働

　　有効求人倍率、賃金とも４月から５月にかけて大きく落ち込み、低い水
　準が続いています。

○有効求人倍率（季節調整済）は、４月から５月にかけて大きく落ち込み、５月以降1.10前後で推

移しています。

（資料：厚生労働省（有効求人倍率）、総務省（完全失業率））

○実質賃金指数（きまって支給する給与）は、４月から６月にかけて大きく落ち込み、以降前年同

月比マイナスが続いています。

（資料：県統計調査課）
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④投資

　　住宅投資は５月以降大きく落ち込んでいます。
　　公共投資はおおむね前年を上回っています。

○新設住宅着工戸数は、５月以降８月まで大きく落ち込み、低い水準が続いています。

（資料：国土交通省）

○公共工事請負金額は、コロナ禍以降もおおむね前年同月比プラスが続いています。

（資料：西日本建設業保証(株)宮崎支店）
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⑤企業景況

　　業況判断ＤＩは令和２年３月、６月と続けて大きく落ち込んだ後、９月
　に持ち直しています。

○県内企業の業況感を企業動向アンケート調査の自社業況判断DIでみると､令和２年３月、６月と

続けて大きく悪化したものの、９月は前期比31ポイント改善し、－21となりました。

・業況判断DI

好転 不変 悪化 DI

（A) (B) (C) (A)-(C)

製造業 19 42 39 20▲    32

建設業 15 59 26 11▲    14

卸小売業 21 35 44 23▲    36

サービス業 9 49 42 33▲    39

総合 17 45 38 21▲    31

※業況判断DI

＝「改善している」と回答した企業の割合

－「悪化している」と回答した企業の割合

（資料：(一財)みやぎん経済研究所・県統計調査課）

○負債額１千万円以上の企業倒産件数とその負債額はコロナ禍以降も低い水準で推移しています。

（資料：(株)東京商工リサーチ宮崎支店）

業　種
前期比
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